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  自動車から排出される窒素酸化物の特定地域における総量の削減等 

に関する特別措置法の一部を改正する施行期日を定める政令 

○改正のポイント 

 自動車から排出される窒素酸化物の特定地域における総量の削減等関する特別措置法の一部を改正する法律 

（平成十三年法律第七十三号）の施行期日は平成十三年十二月十五日とし､同法附則第一条第二号に揚げる規定

の施行期日は平成十三年十二月二十日とすることとしている。 

 

○政令第四百五号（平成十三年十二月十四日）（環境

省） 

 自動車から排出される窒素酸化物の特定地域にお 

ける総量の削減等に関する特別措置法の一部を改正 

する法律の施行期日を定める政令 

 内閣は、自動車から排出される窒素酸化物の特定

地域における総量の削減等に関する特別措置法の一

部を改正する法律（平成十三年法律第七十三号）附

則第一条（第一号及び第三号を除く。）の規定に基づ

き、この政令を制定する。 

 自動車から排出される窒素酸化物の特定地域にお

ける総量の削減等に関する特別措置法の一部を改正

する法律の施行期日は平成十三年十二月十五日とし、

同法附則第一条第二号に掲げる規定の施行期日は平

成十三年十二月二十日とする

 

   自動車から排出される窒素酸化物の特定地域における 

総量の削減等に関する特別措置法施行令の一部を改正する政令 

○改正のポイント 

１ 窒素酸化物対策地域及び粒子状物質対策地域 

  自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法

（以下「法」という。）第六条第一項及び第八条第一項の政令で定める地域を､別表第一に揚げている。（第一

条関係） 

２ 窒素酸化物総量削減計画 

  法第七条第一条第一項の窒素酸化物総量削減計画は、平成二十三年三月までに二酸化窒素に係る大気環境

基準がおおむね確保されるように、自動車排出窒素酸化物の削減目標及び窒素酸化物総量削減計画の達成の

期間を定めることとしている。（第二条第一項関係） 

３ 粒子状物質総量削減計画 

 (一) 法第九条第一項の粒子状物質総量削減計画は、平成二十三年三月までに自動車排出粒子状物質の総量

が相当程度削減されることにより浮遊粒子状物質に係る大気環境基準がおおむね確保されるように､自

動車排出粒子状物質の削減目標量及び粒子状物質総量削減計画の達成の期間を定めることとしている。

（第三条第一項関係） 

 (二) 粒子状物質総量削減計画は､自動車の種別ごとの自動車排出粒子状物質及び自動車以外の粒子状物質

発生源における粒子状物質の排出状況並びに原因物質の排出状況並びにこれらの見通しその他浮遊粒子

物質に係る大気環境基準の確保に関し必要な事項について適切な考慮が払われる物でなければならなら

こととしている。（第三条第二項関係） 

４ この政令は､平成十三年十二月十五日から施行することとしている。 

 

○政令第四百六号（平成十三年十二月十四日）（環境

省） 

 自動車から排出される窒素酸化物の特定地域にお

ける総量の削減等に関する特別措置法施行令の一部

を改正する政令 

 内閣は、自動車から排出される窒素酸化物及び粒

子状物質の特定地域における総量の削減等に関する 
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特別措置法（平成四年法律第七十号）第六条第一項、

第七条第二項、第八条第一項、第九条第二項、第十

二条第一項、第十三条第一項及び第十八条の規定に

基づき、この政令を制定する。 

 自動車から排出される窒素酸化物の特定地域にお

ける総量の削減等に関する特別措置法施行令（平成

四年政令第三百六十五号）の一部を次のように改正

する。 
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 題名中「窒素酸化物」の下に「及び粒子状物質」

を加える。 

 第一条の見出しを「（窒素酸化物対策地域及び粒子

状物質対策地域）」に改め、同条中「窒素酸化物」の

下に「及び粒子状物質」を、「第六条第一項」の下に

「及び第八粂第一項」を加え、「別表」を「別表第一」

に改める。 

 第二条の見出しを「（窒素酸化物総量削減計画）」

に改め、同条第一項中「総量削減計画」を「窒素酸

化物総量削減計画」に、「平成十三年三月」を「平成

二十三年三月」に改め、同条第二項中「総量削減計

画」を「窒素酸化物総量削減計画」に、「第十条第一

項」を「第十二条第一項」に改め、同条第三項中「総

量削減計画」を「窒素酸化物総量削減計画」に、「排

出の状況」を「排出状況」に改める。 

 第四条中「第十一条第一項」を「第十三条第一項」

に、「第十条第一項」を「第十二条第一項一に改め、

同条を第五条とする。 

 第三条中「第十条第一項」を「第十二条第一項」

に改め、同条を第四条とする。 

 第二条の次に次の一条を加える。 

 （粒子状物質総量削減計画） 

第三条 法第九条第一項の粒子状物質総量削減計画

（以下この条において「粒子状物質総量削減計画」

という。）は、平成二十三年三月までに自動車排出

粒子状物質の総量が相当程度削減されることによ

り浮遊粒子状物質に係る大気環境基準がおおむね

確保されるように、自動車排出粒子状物質の削減

目標量及び粒子状物質総量削減計画の達成の期間

を定めるものとする。 

2  粒子状物質総量削減計画は、自動車の種別ごと

の自動車排出粒子状物質及び自動車以外の粒子状

物質発生源における粒子状物質の排出状況並びに

原因物質（法第九条第二項に規定する原因物質を

いう。）の排出状況並びにこれらの見通しその他浮

遊粒子状物質に係る大気環境基準の確保に関し必

要な事項について適切な考慮が払われたものでな

ければならない。 

別表第一第一号中「、浦和市、大宮市」を削り、

「加須市」の下に「、本庄市」を、「鴻巣市」の下に

「、深谷市」を加え、「、与野市」を削り、「日高市」

の下に「、吉川市、さいたま市」を、「同郡吉見町」

の下に「、児玉郡上里町」を、「大里郡大里村」の下

に「、同郡岡部町、同郡川本町、同郡花園町」を加

え、「同郡川里村」を「同郡南河原村、同郡川里町」

に改め、同表第二号中「東葛飾郡及び印旛郡白井町」

を「白井市及び東葛飾郡」に改め、同表第三号中「、

田無市、保谷市」を削り、「秋川市、羽村市及び西多 
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西多摩郡瑞穂町及び同郡日の出町」に改め、同表第

六号中「尼崎市、西宮市、芦屋市、伊丹市、宝塚市

及び川西市」を「姫路市、尼崎市、明石市、西宮市、

芦屋市、伊丹市、加古川市、宝塚市、高砂市、川西

市、加古郡播磨町及び揖保郡太子町」に改め、同号

を同表第八号とし、同表第五号中「貝塚市」を「貝

塚市」に改め、同号を同表第七号とする。 

 別表第一第四号の次に次の二号を加える。 

 五 愛知県の区域のうち、名古屋市、豊橋市、岡

崎市、一宮市、瀬戸市、半田市、春日井市、豊

川市、津島市、碧南市、刈谷市、豊田市、安城

市、西尾市、蒲郡市、犬山市、常滑市、江南市、

尾西市、小牧市、稲沢市、東海市、大府市、知

多市、知立市、尾張旭市、高浜市、岩倉市、豊

明市、日進市、愛知郡、西春日井郡、丹羽郡、

葉栗郡、中島郡平和町、海部郡七宝町、同郡美

和町、同郡甚目寺町、同郡大治町、同郡蟹江町、

同郡十四山村、同郡飛島村、同郡弥富町、同郡

佐屋町、同郡佐織町、知多郡阿久比町、同郡東

浦町、同郡武豊町、額田郡幸田町、西加茂郡三

好町、宝飯郡音羽町、同郡小坂井町及び同郡御

津町の区域 

 六 三重県の区域のうち、四日市市、桑名市、鈴

鹿市、桑名郡長島町、同郡木曽岬町、三重郡楠

町、同郡朝日町及び同郡川越町の区域 

 別表第一の備考中「平成四年十一月一日」を「平

成十三年十一月一日」に改める。 

 別表第二中「第四条」を「第五条」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この政令は、自動車から排出される窒素酸

化物の特定地域における総量の削減等に関する特

別措置法の一部を改正する法律（平成十三年法律

第七十三号）の施行の日（平成十三年十二月十五

日）から施行する。 

 （経過措置） 

第二条 この政令による改正後の自動車から排出さ

れる窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域におけ

る総量の削減等に関する特別措置法施行令（以下

この項において「改正後の施行令」といぅ。）別表

第一に規定する区域のうち次の各号に掲げる区域

については、自動車から排出される窒素酸化物及

び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に

関する特別措置法第十二条第一項の規定は、自動

車から排出される窒素酸化物の特定地域における

総量の削減等に関する特別措置法の一部を改正す

る法律附則第一条第三号に掲げる規定の施行の日 

 の前日までの間は、適用しない。 

摩郡瑞穂町」を「羽村市、あきる野市、西東京市、 
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一 改正後の施行令別表第一第一号、第三号及び

第八号に掲げる区域であって、この政令の規定

による改正前の自動車から排出される窒素酸化

物の特定地域における総量の削減等に関する特

別措置法施行令別表第一第一号、第三号及び第

六号に掲げる区域以外の区域 

二 改正後の施行令別表第一第五号及び第六号に 

掲げる区域 

 （経済産業省組織令の一部改正） 

第三条 経済産業省組織令（平成十二年政令第二百

五十四号）の一部を次のように改正する。 

 第七条第二十四号及び第六十四条第八号中「窒素

酸化物」の下に「及び粒子状物質」を加える。 

 

 

 廃棄物の最終処分場事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び 

評価を合理的に行うための手法を選定するための指針、環境の保全のための措置に関する 

指針等を定める省令の一部を改正する省令 

○環境省令第三十九号（平成十三年十二月十四日） 

 自動車から排出される窒素酸化物の特定地域にお

ける総量の削減等に関する特別措置法の一部を改正

する法律（平成十三年法律第七十三号）の施行に伴

い、及び環境影響評価法（平成九年法律第八十一号）

第四条第三項（同条第四項及び同法第二十九条第二

項において準用する場合を含む。）の規定に基づき、

廃棄物の最終処分場事業に係る環境影響評価の項目

並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理的

に行うための手法を選定するための指針、環境の保

全のための措置に関する指針等を定める省令の一部

を改正する省令を次のように定める。 

 廃棄物の最終処分場事業に係る環境影響評価の項

目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理

的に行うための手法を選定するための指針、環境の

保全のための措置に関する指針等を定める省令の一

部を改正する省令 

 廃棄物の最終処分場事業に係る環境影響評価の項

目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理

的に行うための手法を選定するための指針、環境の

保全のための措置に関する指針等を定める省令（平

成十年厚生省令第六十一号）の一部を次のように改

正する。 

 第一条の二第一項第三号ロ中「窒素酸化物」の下

に「及び粒子状物質」を加え、「規定する特定地域」

を「規定する窒素酸化物対策地域又は同法第八条第

一項に規定する粒子状物質対策地域」に改める。 

    附 則 

 この省令は、自動車から排出される窒素酸化物の

特定地域における総量の削減等に関する特別措置法

の一部を改正する法律の施行の日（平成十三年十二

月十五日）から施行する。

 

  自動車から排出される窒素酸化物の特定地域における 

総量の削減等に関する特別措置法施行規則の一部を改正する省令 

○環境省令第四十号（平成十三年十二月十四日） 

 自動車から排出される窒素醗化物及び粒子状物質

の特定地域における総壷の削絨等に関する特別措置

法（平成四年法律第七十号）第七条第二項第三号、

第九条第二項第一号及び第三号、第十二条第一項及

び第二項並びに第十八条の規定に基づき、自動車か

ら排出される窒素酸化物の特定地域における総量の

削減等に関する特別措置法施行規則の一部を改正す

る省令を次のように定める。 

 自動車から排出される窒素酸化物の特定地域にお

ける総量の削減等に関する特別措置法施行規則の一

部を改正する省令 

 自動車から排出される窒素酸化物の特定地域にお

ける総量の削減等に関する特別措置法施行規則（平 
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成四年総理府令第五十三号）の一部を次のように改

正する。 

 題名中「窒素酸化物」の下に「及び粒子状物質」

を加える。 

 第一条の見出しを「（窒素酸化物の総量の算定）」

に改め、同条第一項中「排出される窒素酸化物」の

下に「及び粒子状物質」を、「特別措置法」の下に「（以

下「法」という。）」を加え、「特定地域における総量

削減計画の達成の期間の経過後の当該計画に基づく

削減がない場合の窒素酸化物の濃度」を「窒素酸化

物対策地域における窒素酸化物の排出と二酸化窒素

の濃度との定量的な関係」に、「当該特定地域の窒素

酸化物の膿度」を「当該窒素酸化物対策地域の二酸

化窒素の濃度」に改め、「濃度となる」の下に「場合

に当該窒素酸化物対策地域において大気中に排出さ
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れる窒素酸化物の総量となる」を加え、同項第五号

を第六号とし、同項第四号中「特定地域」を「窒素

酸化物対策地域」に改め、同号の次に次の一号を加

える。 

 五 二酸化窒素による大気汚染の状況 

 第一条第二項中「大気汚染予測手法は、」の下に「大

気汚染物質の拡散に関する理論式及び窒素酸化物の

二酸化窒素への変換に関する経験式等に基づいて」

を加え、「その他の機械」及び「大気の拡散式に基づ

く理論」を削り、「計算を行うこと」の下に「など」

を加え、「又は模型その他の装置を使用した実験を行

うことにより」を削り、「窒素酸化物による」を「二

酸化窒素による」に、「科学的かつ合理的に」を「定

量的に」に攻める。 

 第三条中「第十条第一項」を「第十二条第一項」

に改め、同条を第四条どする。 

 第二条中「窒素酸化物」の下に「及び粒子状物質」

を加え、「第三条第五号」を「第四条第五号」に改め、

同条を第三条とする。 

 第一条の次に次の一条を加える。 

 （粒子状物質の総量の算定） 

第二条 法第九条第二項第一号及び同項第三号の原

因物質を粒子状物質に換算した総量は、粒子状物

質対策地域における各原因物質の排出量に当該粒

子状物質対策地域において当該各原因物質の排出

が原因となって生成する浮遊粒子状物質の当該粒

子状物質対策地域における浮遊粒子状物質の膿度

に占める寄与の程度を基礎として算出した係数を

乗じることにより算定するものとする。 

２ 法第九条第二項第三号の総量は、次の各号に掲

げる事項に関する資料を用いて、大気汚染予測手

法により粒子状物質対策地域における粒子状物質

及び各原因物質の排出と浮遊粒子状物質の濃度と

の定量的な関係を推定し、当該粒子状物質対策地

域の浮遊粒子状物質の濃度が浮遊粒子状物質に係

る大気環境基準をおおむね確保する濃度となる場

合に当該粒子状物質対策地域において大気中に排

出される粒子状物質の総量と各原因物質の総量

（各原因物質の排出量を前項に定めるところによ

り粒子状物質の総量に換算したものをいう。）を合

算した量となるよう算定するものとする。 

一 風向、風速等の気象条件 

 二 自動車の交通量等粒子状物質及び各原因物質

の発生源の状況 

 三 粒子状物質及び各原因物質の排出状況 

四 粒子状物質対策地域に影響を及ぼす当該粒子状 

物質対策地域外における粒子状物質及び各原因物 

質の発生源の状況及び排出状況 

 

五 浮遊粒子状物質による大気汚染の状況 

六 その他総量の算定に必要な事項 

３ 前項の大気汚染予測手法は、大気汚染物質の拡 

散に関する理論式及び各原因物質の浮遊粒子状質 

への変換に関する経験式等に基づいて電子計算機 

を利用して計算を行うことなどにより、粒子状物 

質及び各原因物質の排出と浮遊粒子状物質による 

大気の汚染との関係を定量的に明らかにする手法 

であって、当該手法を用いて推定される大気の汚 

染と実測された大気の汚染とを照合して相当程度 

適合していることが確認されたものでなければな 

らない。 

別表第一中「第三条」を「第四条」に改める。 

 別表第二中「第三条」を「第四条」に放める。 

    附 則 

 （施行期日） 

１ この省令は、平成十三年十二月十五日から施行

する。 

（自動車から排出される窒素酸化物の特定地域に 

おける総量の削減等に関する特別措置法施行規の 

一部を改正する総理府令の一部改正） 

２ 自動車から排出される窒素酸化物の特定地域

における総量の削減等に関する特別措置法施行

規則の一部を改正する総理府令（平成五年総理

府令第四号）の一部を次のように改正する。 

  附則第二項中「窒素酸化物」の下に「及び粒

子状物質」を加え、「第三条」を「第四条」に、

「第十一条第一項」を「第十三条第一項」に改

め、同項の表一の項中「第三条第一号」を「第

四条第一号」に改め、同表二の項中「第三条第

二号」を「第四条第二号」に改め、同表三の項

中「第三条第三号」を「第四条第三号に改め、

同表四の項中「第三条第四号」を「第四条第四

号」に改める。 

  附則第三項中「第三条」を「第四条」に、「第

十一条第一項」を「第十三条第一項」に改め、

同項の表一の項中「第三条第一号」を「第四条

第一号」に改め、同表二の項中「第三条第二号」

を「第四条第二号」に改め、同表三の項中「第

三条第三号」を「第四条第三号」に改め、同表

四の項中「第三条第四号」を「第四条第四号」 

に改める。 
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